


譲渡契約書
譲渡人○○株式会社（解約する上位店）（以下、甲。）と、譲受人●●株式会社（解約する上位店の上位）（以下、乙。）と、◎◎株式会社（残る代理店）（以下、丙。）は、甲と丙の間で締結済の販売代理店契約（以下、既存契約。）について、既存契約に基づく甲の契約上の地位（既存契約に基づく全ての権利と義務）を、甲が乙に譲渡することに合意する。

第１条　既存契約の確認
甲乙丙は、甲丙間で締結済の既存契約が次のとおりであることを確認した。
契約日　××××年××月××日
契約書名　販売代理店契約（締結済の契約書の正しい名前を記載）
預託保証金　×××円

第２条　譲渡日
甲は、××××年××月××日（以下、譲渡日。）をもって、既存契約を乙に譲渡し、乙はこれを譲り受け、丙はこれに同意する。預託保証金は譲渡日に甲から乙に引き渡され、以降、丙は乙に対して預託保証金の返還請求権を保有し、丙はこれに同意する。本契約に別段の定めのあるもののほかは、すべて既存契約の各条項が適用される。譲渡日は、手続上の事由その他必要があるとき、甲乙丙は協議のうえ、変更することができる。

第３条　債務債権の確認
甲乙丙は、第２条に基づく譲渡が行われた場合、既存契約において利用されている株式会社環境保全研究所が運営する業務代行クラウドシステムによって、精算及びその後の運用が行われ、これに異議がないことを相互に確認する。甲乙丙は、甲丙間に、既存契約に定める以外の、債権債務がないことを確認した。甲丙間にあらたに債権債務が確認された場合、甲丙間で解決するものとし乙に迷惑をかけない。この内容は譲渡日以降も有効とする。

第４条　保証
甲は既存契約を通じて知り得た個人情報、商品の仕様、業務代行クラウドシステムの仕様等は、公知である場合あるいは承諾のある場合を除き、機密情報として第三者に開示せず適切に管理し、また既存契約の引き継ぎ等、必要な範囲においてのみ使用する。この内容は譲渡日以降も有効とする。

第５条　管轄裁判所
何らかの事由で本契約に関する紛争（裁判所の調停手続きを含む）が生じた場合は、××裁判所を第1審の専属的合意管轄裁判所とする。

第６条　協議
本契約に定めのない事項、譲渡に関し必要な事項については、甲乙丙は協議のうえ、決定する。

本契約成立の証として本書３通を作成し、甲乙丙はこれに記名押印のうえ各１通を保有する。

××××年××月××日
　　甲　　東京都○○区○○町○番○号○○ビル
　　○○株式会社
　　　							代表取締役　○○○○印


　　乙　　　東京都○○区○○町○番○号
　　●●株式会社
　　　							代表取締役　○○○○　　　　　　　　印


　　丙　　　東京都○○区○○町○番○号-○○
　　◎◎株式会社
　　　							代表取締役　○○○○　　　　　　　　印




